
Copy Rights ＩＳＭ Ｒｅｓｅａｒｃｈ ＣＯ．ＬＴＤ 1

「ITコンサル営業養成シリーズ」コース

シリーズ１：「時流と経営戦略を知る」
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提供：情報戦略モデル研究所

流 経営戦 」

研修目的
◆「時流を知る」

IT経営に関わるIT環境の動向を最新の政策や白書に基づき整理し、
経営戦略との係りを経営戦略の基礎用語も踏まえて理解する。

◆「経営者との対話力をつける」
各種情報を整理した上で、IT投資判断に至る経営戦略の考え方、
および経営判断に係る基本的な知識を修得し 経営者との会話を

コースの目的
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および経営判断に係る基本的な知識を修得し、経営者との会話を
より効果的に進める対話力をつける。

習得する知識

◆IT経営に関わるIT環境の動向を最新の政策や白書に基づき整理し、
経営戦略との係りを経営戦略の基礎用語も踏まえて理解する。

◆経営戦略と経営計画の手順、主要メソドロジーを整理でき、経営活動を
理解できる

◆投資効果の視点と代表的手法の知識を習得できる
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Ⅰ．IT経営環境の変化と背景
１．日本の情報化施策
２．日本の情報化施策の背景

Ⅱ．主要IT政策と時流
１．「新たな情報通信技術戦略」（IT戦略本部 )

２ ISMSの要件

コースの概要

Ⅰ．経営活動と戦略
１． 経営活動と経営環境 の捉え方
２． 経営戦略の策定プロセス

Ⅱ．経営戦略論と戦略策定手法
１．経営戦略論
２ SWOT分析手法

第1章 「時流を知る」 第２章 「経営者との対話力をつける」
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２．ISMSの要件
３．IT内部統制の要求
４．BCMの整備要件
５．情報サービス産業白書2010
６．ASP/SaaS白書2009

Ⅲ．経営活動と戦略策定プロセス
１．経営戦略の考え方
２．戦略策定プロセスの経営用語
３．戦略と成熟度の関係
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２．SWOT分析手法
３．BSC分析手法

Ⅲ．投資対効果の判断
１．財務知識の基礎
２．投資と利益計画
３．資金計画

Ⅳ．討議演習
テーマ：「経営者がIT投資に耳を傾ける分野とは」

カリキュラムの構成
単 元 目的

第1章 「時流を知る」

Ⅰ． IT経営環境の変化と背景

Ⅱ．主要IT政策と時流

講義項目

②ISMSの要件

②日本の情報化施策の背景

①経営戦略 考え方

⑤情報サービス産業白書2010

①日本の情報化施策

④BCMの整備要件

時間帯

９：４０

～

１２：３０

①新たな情報通信技術戦略

情報化政策の背景
を知る

⑥ASP/SaaS白書2009/2010

主要な情報化政策
と白書から時流を

知る

③IT内部統制の要求

はじめに

第２章 「経営者との対話力をつける」

Ⅲ．経営活動と戦略策定プロセス
①経営戦略の考え方

③戦略と成熟度の関係

１３：３０

～

１６：４０
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②戦略策定プロセスの経営用語
経営戦略の考え方
と経営用語を知る

Ⅰ． 経営活動と戦略
②経営戦略の策定プロセス

①経営活動と経営環境の捉え方経営戦略の策定プロ
セスと要因を知る

Ⅱ． 経営戦略論と戦略策定手法 ②SWOT分析手法

①経営戦略論（コトラー、ポーター、SCM等）
経営戦略の

主要手法を知る
③BSC分析手法

Ⅲ． 投資対効果の判断 ②投資対効果の視点

①財務知識の基礎
投資効果の

財務的判断を知る
③利益計画と資金計画

Ⅳ． グループ討議演習 テーマ：「経営者が耳を傾ける投資分野とは」
１６：４０

～
１７：２０

おわりに

IT経営への知識コース

シリーズ１：「時流と経営戦略の知識」

第１章 「時流を知る」

第２章 「経営者との対話力をつける」第２章 「経営者との対話力をつける」
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第１章 「時流を知る」

Ⅰ．IT経営環境の変化と背景

Ⅱ．主要IT政策と時流

Ⅲ．経営活動と戦略策定プロセス
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Ⅰ．IT経営環境の変化と背景

１．日本の情報化施策

２．日本の情報化施策の背景

7
Copy Rights IＳＭ Ｒｅｓｅａｒｃｈ ＣＯ．ＬＴＤ

Ⅰ.1 環境の変化

情報化投資規模はアメリカに次ぎ世界第２位だが
国際競争力（経営）は

第１位（１９９１～４年）から第２４位（２０００年）へ
現状

「失われた１０年」の経営環境の変化 ＩＴ化対応の変化

IMD: International ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ ｆｏｒ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ

◆日本の情報化施策の背景
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 経営戦略が重要な時代

 プロセスの継続的再編成が必須

 経営戦略に対応した
柔軟な情報システムの構築

情報技術で何ができるか
＝テクノロジーアウトシステム

経営が何を欲しているのか
＝マネジメントプロセスシステム
（フレキシブルインテグレーショ
ン システム）

マーケットイン
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ポイント：IT化の変化スピードが経営戦略対応の業務プロセス改革を誘導してきた。

Ⅰ.1 環境の変化

年商に占めるIT予算の比率

３

４

５

(%)

4.3

3.0 2.9
2.6

情報サービス支出額

2006年
実績

2007年
実績

伸び率
(%)

2011年
予測

伸び率
(%)

世界計 9,496 10,074 6.1 12,196 4.9

北米計 4,529 4,705 3.9 5,388 3.4

ブラジル 126 140 11.6 192 8.2

西欧計 3,132 3,358 7.2 4,109 5.2

単位：＄

◆IT投資動向

出典：WISTA「Digital Planet2008」

出典：ガートナー（ITデマンド・リサーチ）
調査：日本2008年5月、他地域2007年11-12月

０

１

２

日本
(N=556)

北米
(N=284)

ヨーロッパ
(N=405)

アジア・
太平洋

(N=463)

ラテン
アメリカ
(N=59)

1.0

, , ,

アジア計 1,419 1,541 8.6 2,025 7.1

日本 710 724 2.0 860 4.4

中国 272 2336 23.7 546 12.9

オースト
ラリア

112 119 6.5 147 5.4

韓国 92 100 8.8 123 5.3

インド 67 78 16.5 109 8.8

（注）北米（アメリカ、カナダ）、西欧（イギリス、ドイツ、フランス）

ポイント：日本と米国でのＩＴ投資は年商比率および絶定額ともに4倍以上の差がある。
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Ⅰ.1 環境の変化

◆日本と米国ＩＴ投資シナリオ

米国の状況 日本の状況

経営戦略

ビジネス要求

目標、戦略が明確

要求工学＆BPM

戦略定義に曖昧さ

CIOの存在

ビジネス要求が明確

要
因
１

要
因

ビジネス要求が不明確

ビジネスプロセス
要求管理の弱さ

CIOの不在
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ポイント：日本のＩＴ投資は経営戦略に有効に反映していない。
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ビジネスプロセス

IT系プロセス

情報システム

人間系プロセス

IT投資対売上4.3% IT投資対売上1%

整流化された
ビジネスプロセス

IT投資は儲からない

部分最適な
ビジネスプロセス

経営の要求に沿った
ビジネスプロセスを定義

IT投資は儲かる

経営戦略との整合性が
弱い属人的システム

経営戦略との整合性が
強いシステム

因
２現場任せの

プロセス定義

出典：BPM による「経営とプロセス・IT の同期化」方法論 渡邊和宣

目的：国際競争力強化

情報化の人材育成施策 情報化インフラ施策

Ⅰ.1 環境の変化

◆日本の情報化施策

＋ITC：CIO育成
ITSS：ITスキル標準

ｉ-Ｊａｐａｎ戦略2015
（IT新改革戦略）

・ユビキタス
・ISMS、Pマーク

・EA、日本版SOX法、
BCP

・工事進行基準
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ポイント：2001年以降、日本のIT施策を国際競争力の中核に据えた。

１．新たな情報通信技術戦略

２．ISMSの要求

３．IT内部統制の要求

Ⅱ．主要IT政策と時流

内部統制 要求

４．BCMの整備要件

５．情報サービス産業白書

６．ASP/SaaS白書2009
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Ⅱ．1 新たな情報通信技術戦略

１．わが国のIT 戦略の歩み

２．「新たな情報通信技術戦略」の全体像

３．「新たな情報通信技術戦略」の重点戦略

４ 重点戦略別施策
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４．重点戦略別施策

Ism-Research Co.LTD. All Rights Reserved

Ⅱ.1.1 わが国のIT 戦略の歩み

世界に対する
リーダシップ
の発揮

ITの構造改革力
の追求

IT新改革戦略
(2006年1月）

ｅ－Ｊａｐａｎ戦略
(2001年1月）

ｅ－Ｊａｐａｎ戦略Ⅱ
(2003年7 月）

ＩＴ基本法
ＩＴ戦略本部設置
（内閣総理大臣）

ＩＴ利活用重視
（先導７分野）
医療、職、生活、
中小企業金融
知、就労・労働、
行政サービス

国民主役の
「ディジタル安心・
活力社会」の実現

ｉ-Ｊａｐａｎ戦略2015
(2009年6月）

新たな情報通信技術戦略
(2010年6月）

政府・提供者が主導する社会
から国民が主導する社会
への転換

重点戦略（3本柱）
１．国民本位の

電子行政の実現

２００１ ２００３ ２００６

インフラ等、
基盤整備

出典：「新たな情報通信技術戦略」 IT戦略本部（H22.6.22）

2005.12.8
評価専門調査会
（IT新改革戦略）

２００９

2009.3.23
評価専門調査会

（新戦略の提唱）

世界的
金融危機

２０１０

鳩
山
政
権
発
足
（９
月
）

電子行政の実現
２．地域の絆の再生
３．新市場の創出と

国際展開

工程表
・期限付きの実施施策を

策定（短期、中期、長期）
・担当府省の取組を明記
・府省連携施策の役割分担

＋
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Ⅱ.1.2 「新たな情報通信技術戦略」の全体像

「政府・提供者が主導する社会から国民が主導する社会への転換には、
徹底的な情報公開による透明性の向上が必要である。」

①市民レベルでの知識・情報の共有が行われ新たな「知識情報社会」への転換が実現し、
国民の暮らしの質を飛躍的に向上できること。

②今回の戦略は、過去の延長線上にはなく、非連続な飛躍を支える重点戦略が必要である。
③戦略の実施に当たっては、これまで効果を上げていない原因を究明し、関係府省間、

自治体等との連携を進めることが必要である。

基本認識

１．国民本位の電子行政の実現 ２．地域の絆の再生 ３．新市場の創出と国際展開

重点戦略（3本柱）

４．安心・安全な情報セキュリティ環境を実現 ５．政治活動に関する電子化
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Ⅱ.1.3 「新たな情報通信技術戦略」の重点戦略

◆2020年までに、主要な申請手続きや証明書入手を
7日24時間、ワンストップで行うため、2013年までに、
コンビニ等の端末を通じて国民の50%が利用できる
ようにする。

◆2013年までに政府で、2020年までに50%以上の
自治体で、国民が行政を監視し、自己の情報を
コントロール出来る。

◆2013年までに、2次利用可能な形で行政情報を公開

１．国民本位の電子行政の実現

◆クラウドコンピューティング等の新技術の導入や規制
の撤廃等により、2020年までに約70兆円の関連市場

３．新市場の創出と国際展開

し、原則すべてインタ－ネットで利用可能とする

◆2020年までに、地域を問わず質の高い医療サービス
を受けられ、高齢者等すべての国民が在宅医療を
受けられる。

◆2020年までに、情報通信技術を利用した学校教育・
生涯学習の環境整備等により、情報通信技術を自在
に活用できる社会を実現する。

◆2015年頃を目途に全世帯でのブロードバンドサービ
スの利用を実現する「光の道」により、暮らしに密着
した医療等の向上や地域活性化を実現する。

２．地域の絆の再生

の撤廃等により、2020年までに約70兆円の関連市場
を創出する。

◆2020年までに、スマートグリッドを一般化させ、情報
通信技術を用いたゼロエネルギー住宅を標準的な
新築住宅で普及させるなど、家庭等で率先してCO2
削減を可能とし、また、ITS等を用いて全国主要道の
交通渋滞を半減させることを目指す。

◆2013年までに、戦略分野における産学官連携での
集中的な研究開発を進め、我が国の情報通信技術
企業が主要海外市場における知的財産情報および
国際標準の戦略的な獲得、国際展開を可能とする。

16
Ism-Research Co.LTD. All Rights Reserved


